
低層住宅地

一般住宅のほかに駐
車場等も見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 50 70 低層住宅地

-

１住居(60,200)

市全体の人口は微減が続いているが、大垣駅の徒歩圏及び周縁は
微増を維持しており、市況もエリア格差が拡大している。

大手ハウスメーカーの分譲プロジェクトに呼応するように地場の
ミニ分譲も強気価格ながら販売堅調。連鎖的に需給は引き締まっ
ている。

個別的要因に変動はない。

取引事例比較法は価格時点から１年以内の５事例によって試算し、直近の市場実態が反映された価格が得られた。収益還元
法は非適用であるが、標準的画地の土地需要はマイホームの取得目的に集約される。アパートは旧来地主の経営が多く、賃
料に土地の元本コスト、リスクが織り込まれにくい。鑑定評価額は、指定基準地と共通地点である地価公示の代表標準地と
の検討を踏まえたうえ、比準価格をもって決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近接する工場跡地の高品等分譲地は９割以上が売れており、周辺地域の地位向上にも貢献している。地価は市内住宅地域の
平均的な動きに対して強含みに推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 77,900 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

78,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-8.2

+4.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北西 1.1km

大垣
1.1km

(8)

西7m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、７ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

183

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.3％ ％

95.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市見取町２丁目９番１外

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 29日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

14,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 78,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

62,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧大垣市の全域と判定する。とりわけ価格牽連性が強い類似地域は、大垣駅徒歩圏及び周縁の住宅地域である。
需要の中心は２０代後半から４０代前半の子育て世代であり、戸建志向が強い。対象近隣地域及び周辺の中心価格帯は、土
地が１０００万～１５００万円、新築建売は３０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

前田不動産鑑定

前田　和彦



低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 100 50 低層住宅地

-

準工(60,200)

平成２８年に入って景気は足踏み状態となっている。プラス要因
とマイナス要因が混在しており、しばらくは現状を維持すると予
測する。

人気のある地域で一定の底堅い住宅需要がある。市内の中では比
較的需給が均衡している。

特にない。

市場の実態を反映した比準価格を標準に、近隣地域は利便施設等への接近性にも恵まれアパート等の収益物件も見られるこ
とから収益価格も考量のうえ、代表標準地との価格に留意して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

大垣市南東部の人気のある住宅地域で、新規分譲住宅が増加している。景気の回復はやや足踏み状態であるが、今後は回復
基調で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 76,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

76,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.9

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南東 1.9km

大垣
1.9km

(8)

北6m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　

大垣市街地内の新興地域 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

237

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

76,300 円／㎡

47,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.3 ％ ％

97.1 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市緑園７１番４

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 19日平成 28年 7月 1日

18,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 76,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ大垣駅南東部に位置する住宅地域である。不動産市況の回復に伴い新規の住宅供給が増加傾向にある。需
要層は坪２５万円前後の土地の取得希望者であり、若年層も増加している。取引の中心価格帯は土地が１，５００万円～１，
８００万円程度、新築戸建分譲は３，０００万円～３，３００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所岐阜支所

西村　隆



低層住宅地

一般住宅が多い住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 150 200 200 低層住宅地

-

１中専(60,200)

景気に陰りが見られ、地価にもマイナスの影響がある。

特に大きな変化は見られず、現状維持で推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は一般住宅を中心とした住宅地域であり、取引に際しては自用目的のものがほとんどである。周辺には節税目的で
自己所有地に建てられたアパートなどが散見されるが、収益物件の取引は稀であるため、収益還元法は非適用とした。従っ
て、青柳町を中心とした取引事例より求めた比準価格を標準とし、代表標準地との比較検討も踏まえて鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

特記すべき変動要因は認められないので当面は現状維持を予測する。また地価水準はほぼ横ばいで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

50,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

+1.5

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南西方 4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

206

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

49,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

97.3 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市青柳町２丁目８５番２

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

10,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 50,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

41,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは中心市街地外延部の住宅地域である。需要者の中心は市
内の３０才代から４０才代の一次取得者である。近隣地域周辺は、当市中心部に比較して、土地価格に割安感があるため、
昨今、ミニ分譲等の開発が盛んである。中心となる価格帯は、土地は１，１００万円前後、新築戸建ては３，０００万円前
後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　丸山事務所

丸山　正樹



低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート、農地等が見
られる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 30 低層住宅地

-

１住居(60,160)

平成２８年に入って景気は足踏み状態となっている。プラス要因
とマイナス要因が混在しており、しばらくは現状を維持すると予
測する。

ＪＲ大垣駅周辺の整備が進み、地域の住宅需要・供給は共に増加
傾向にある。

特にない。

市場の実態を反映した比準価格を標準に、近隣地域は国道２１号以南の一般住宅を中心とする地域で、ＪＲ大垣駅まで徒歩
利用も可能であり、周辺にはアパート等の収益物件も見られることから収益価格も考量のうえ、代表標準地との価格に留意
して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は大垣市街地北部の国道背後の住宅地域である。ＪＲ大垣駅北口の開発整備に伴い、近隣地域もその影響が及び需
要が増加している。今後は徐々に発展してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 64,900 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

64,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.3

-2.2

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北 1.4km

大垣
1.4km

(8)

北4m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

国道背後の一般住宅地域 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

267

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

65,200 円／㎡

36,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5 ％ ％

114.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市八島町字東菰田６７番

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 19日平成 28年 7月 1日

17,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 65,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ大垣駅北部のうち国道２１号以南の住宅地域である。近年の大垣駅北口の開発等に伴い、地域要因は発展
傾向で底堅い人気がある。需要層は坪２０万円前後の土地の取得希望者であり、若年層も増加している。取引の中心価格帯
は土地が１，３００万円～１，８００万円程度、新築戸建分譲は２，８００万円～３，３００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所岐阜支所

西村　隆



低層住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
郊外の住宅地域（稲
葉団地）

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 350 150 100 低層住宅地

-

１低専(50,80)

人口は微減傾向にあるが、県全体に比べ減少率は低い。高齢化率
は県全体よりも低い割合ではあるが、上昇傾向にある。

地域要因の変動は特に見受けられない。

個別的要因に変動はない。

当地域においては収益物件の想定は現実的でなく、収益還元法の適用を断念した。また、原価法も不適用とした。比準価格
のみを得たが、比準価格は、自己所有目的の取引が主である当地域の地域性と親和性が高い。比準に際しては規範性の優れ
る複数の事例を採用できており、実証性の高い価格が得られた。以上を踏まえ、比準価格を採用し、指定基準地からの検討
も踏まえ、公示価格を規準とした価格との均衡にも留意して、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

大垣市郊外の住宅団地であり、地域要因に変動は見られないものの、需要は年々弱まっており、今後、地価は弱含みで推移
すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 40,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

39,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-0.2

+2.0

+3.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

垂井駅
東 2.8km

垂井
2.8km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

278

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

39,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

41,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.5％ ％

105.0 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市稲葉東２丁目５７番

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

39,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

-1.1

+28.0

+3.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

49,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

125.2 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

10,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 39,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

32,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 対象基準地は大垣市郊外の住宅団地にあり、同一需給圏は大垣市内及び隣接する垂井町の住宅地域である。主たる需要者は
市内及び周辺市町の個人である。市中心部への訴求力が増す中、郊外の住宅団地は需要が低下しつつあり、当団地内には中
古建物を取り壊し、更地として売りに出される物件が散見される。需要の中心価格帯は更地で８００万円強である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原奈美



低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ郊外の住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 150 0 100 低層住宅地

-

２住居(60,200)

平成２８年に入って景気は足踏み状態となっている。プラス要因
とマイナス要因が混在しており、しばらくは現状を維持すると予
測する。

地価が比較的廉価のため低予算の住宅取得者層に底堅い需要があ
る。住宅供給も徐々に増加している。

特にない。

近隣地域は大垣市街地からやや距離のある県道北方背後の一般住宅を中心とする地域で、周辺にはアパート等の収益物件も
若干見られるが、自己使用目的の一般住宅の取引が中心であり、土地の収益性が考慮されることは少ないため、収益還元法
は適用しなかった。以上の検討を踏まえ、本件では比準価格を標準に、代表標準地との価格に留意して鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は大垣市北西部郊外の住宅地域である。旧来からの住宅が中心で比較的地域要因の変動が小さく、格別の変動要因
は見られない。地価の下落幅は徐々に縮小しており、しばらくは現状を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 44,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+4.5

+61.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北西 5.5km

大垣
5.5km

(8)

北6m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　

大垣市郊外の住宅地域 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

44,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7 ％ ％

168.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市牧野町３丁目１０９番

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 19日平成 28年 7月 1日

7,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 44,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

35,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市の西部から北西部にかける郊外の住宅地域である。最寄り駅からやや距離があり、住宅地域としての熟
成の程度はやや劣るが、比較的土地価格が安いため低予算の需要層による需要がある。取引の中心価格帯は土地が６００万
円～９００万円程度、新築戸建分譲は２，１００万円～２，４００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所岐阜支所

西村　隆



低層住宅地

中規模一般住宅のほ
かにアパ－ト、農地
等も見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 70 100 100 低層住宅地

-

１中専(60,200)

中国の減速・円高等の懸念材料があるも、当市経済は製造業を中
心に改善傾向。商業地・住宅地共下落幅が縮小し、上昇地点が出
始めた。

付近で戸建分譲や個人住宅の建築が見られる程度で、特段の変動
要因は見られず安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺にはアパート等の収益物件も見られるが、これは元々の土地所有者が節税を主目的に資産運用している場合が
多く、土地からの収益稼得を必ずしも期待している訳ではない。対象基準地程度の画地規模では十分な収益性の追求は難し
く、本件の試算でも収益価格は低位に求められた。以上から、本件では成約事例から試算して客観的な比準価格を標準とし
収益価格も参酌して、更に代表標準地との検討も行って鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は当市北西部の区画整然とした住宅地域。周辺では農地転用等により宅地化が進むも、当地域は比較的安定的に推
移しており、今後も緩やかに住宅地として熟成してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 46,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

45,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

+0.3

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北西 4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、　６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

322

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,600 円／㎡

23,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

49,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9 ％ ％

107.7 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市菅野３丁目１３番２

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

14,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 45,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

37,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市北部ないし西部等の住宅地域。主な需要者は市内居住の１次取得者で、市外からの転入者も見込まれる。
当市の住宅市場は建売分譲や中古住宅に関連するものが多く、需要は若年ファミリー層を中心に比較的堅調に推移している。
北西部の住宅地は赤坂小・宇留生小校区を中心に分譲業者の開発動向が比較的旺盛である。こうした中で取引の中心価格帯
は土地（６０坪）で９百万円程度、戸建分譲で２２～２６百万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（株）中園不動産鑑定所

中園　真一



低層住宅地

中規模一般住宅の中
に倉庫等が混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 50 50 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)

大垣市の人口は継続して微減傾向にあるが、岐阜県全体に比べ減
少率は低い。ＪＲ大垣駅徒歩圏ではマンション需要が高まってい
る。

駐車場が多いため需要を喚起する不動産開発は見られず、住宅地
需要は価格水準が低い周辺部へシフトしている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は収益性よりも居住の利便性・快適性を志向する住宅地域で、需要者は自己使用目的の中堅個人層である。当該地
域にはアパートも見られるが、売買市場は自己使用目的が大部分である。よって、収益価格は参考程度に留め、市場の実態
を反映した比準価格を採用して、代表標準地との均衡に留意して、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
ＲＣ３

当該地域は大垣市民病院、国道２５８号線に近接する住宅地域で、周囲には病院来客用の青空駐車場が多いため、宅地供給
は少なく需給関係に大きな崩れはなく、今後も現状維持程度で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 76,800 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

76,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.4

-4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南方 2.5km

大垣
2.5km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

公共利便施設・幹線道路に
近接する住宅地域。

基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

281

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 24.0 ｍ、　規模 280  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

76,300 円／㎡

41,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7 ％ ％

97.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市禾森町５丁目７０番２

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 28日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

21,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 76,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは中心市街地及び外延部住宅地域。需要者の中心は市内の中
堅以上の個人層。交通利便性が優る中心市街地では戸建・マンション需要が高まっており、外延部住宅地の需給関係にも安
定化の動きが見られる。なお、当該地域は大垣市民病院用の駐車場が多いため、新規の不動産開発はあまり見られず、不動
産取引は低調である。周辺部での中心価格帯は建売分譲で２５００万円～３２００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



低層住宅地

建売住宅の多い新興
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 50 低層住宅地

-

１住居(60,200)

大垣駅北側では１９７区画の高級分譲地がほぼ完売し、商業モー
ルも建設されプラス要因が認められる。

特に大きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸アパートも見受けられるが、土地取引は自用目的のものが中心で、収益物件の取引は皆無に近い。居住の快適
性を重視する戸建住宅が中心の地域である。よって、市場性を反映した比準価格を中心とし、代表標準地との検討も踏まえ
て鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

名神高速道路大垣ＩＣ、江東小学校に近い良好な住宅地域で、需要は認められるので現状程度にて推移していくものと予想
される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 47,900 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

47,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+0.3

+5.4

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南 6.8km

大垣
6.8km

(8)

西5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

47,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

49,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8 ％ ％

103.6 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市浅草２丁目４１番１

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

7,740,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 47,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

38,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市南部の住宅地域である。主たる需要者は市内に居住する個人であるが、纏まった土地に関しては分譲業
者も挙げることができる。小学校に近く居住環境は良好である。土地については８００～１，０００万円前後、戸建住宅は
２，３００～２，５００万円前後が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

9 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　足立事務所

足立和弘



低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート等も見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 120 低層住宅地

-

１中専(60,172)

当市の景況は横ばい圏内で、人口は微減傾向である。住宅地需要
は、大垣駅周辺一帯以外は回復していない。

住宅地開発の程度は、緩やかな部類と把握する。

個別的要因に変動はない。

周辺には低層のアパートが介在するが、基準地の画地規模では、投資採算性の確保が困難であり、収益価格は算出しなかっ
た。地域は自用目的での戸建住宅の取引が中心であるため、近傍住宅用地の取引価格を中心、基礎とした比準価格は妥当と
判断する。よって、同一地点となる地価公示代表標準地価格からの半年間変動を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定し
た。

［

［

住宅
Ｗ２

北小校区ではあるが、通学距離に加え、国道２１号による物理的分断等により住宅市況は低迷と把握する。大垣駅北の住宅
地との効用劣位の幅が拡大していると認識する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 49,700 円／㎡

公示価格 49,500 円／㎡

標準地番号 大垣 11-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅
北西方 3.3km

大垣
3.3km

(8)

北4.3m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,172)

当市市街地北西部の住宅地
域

基準方位北、４．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

167

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

49,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0 -0.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市笠木町字吉海道３２０番２

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 29日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

8,220,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 49,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

40,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、当市市街化区域外縁の住宅地域と判定するが、特にＪＲ東海道本線以北の住宅地域との牽連性が強い。当市
内及び周辺市町の勤労者世帯が需要の中心であり、主たる需要層は一次取得者と解する。景気は徐々に回復しているが、不
動産需要度は大垣駅周辺の市街地が高く、集中しており、二極化が進んでいる。土地のみで８００万円～９００万円程度、
新築戸建住宅は２，０００万円～２，５００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

10 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



低層住宅地

農家住宅を主体とす
る旧来からの住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 100 100 低層住宅地

-

「都計外」

人口約６千人で市全体の４％に満たない上石津地区に位置し、少
子高齢化が進行している。

特記すべき地域要因の変化はない。

個別的要因に変動はない。

収益性に基づく取引は皆無に等しく賃貸市場は未成熟であるため収益還元法の適用は断念した。一方比準価格は価格牽連性
が強い同一町内の事例から導出されたもので、信頼性は高い。また主たる需要者は主として実際の取引価格を重視するもの
と思料する。よって市場性を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

旧家を中心とした山間の集落地域で、今後も現状維持のまま静態的に推移すると予測する。地価水準はやや下落傾向で推移
すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 5,450円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅
南 13km

関ケ原
13km

(8)

南3.7m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北３．
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

651

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,350 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市上石津町上多良字堂之上６６７番１外

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

3,480,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,350 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は上石津町内の農家集落地域を中心とする地域。主たる需要者は当該圏域に地縁性を有する個人を中心とする。
山間の農家集落地域であることから取引は限定的で、市場は静態的に推移している。新規参入者は見られず需給は弱含んで
いる。なお土地取引が少なく需要の中心価格帯を見出すのは困難であるが概ね土地のみで坪あたり２万円弱程度と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

11 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



低層住宅地

中規模住宅を主体と
する既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 30 50 低層住宅地

-

「都計外」

人口約６千人で市全体の４％に満たない上石津地区に位置し、少
子高齢化が進行している。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

収益性に基づく取引は皆無に等しく賃貸市場は未成熟であるため収益還元法の適用は断念した。一方比準価格は価格牽連性
が強い同一町内の事例を採用しており、信頼性は高い。主たる需要者は意思決定において周辺において実際に生起した取引
価格を重視するものと思料する。よって市場性を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

新旧の戸建住宅が見られる郊外の住宅地域で、今後も現状維持のまま静態的に推移すると予測する。地価水準は横ばい～や
や下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅
南東 4.4km

関ケ原
4.4km

(8)

北東3.3m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北３．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

403

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 16.0 ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市上石津町牧田字上野２５４２番

0.0

-1.0

方位

不整形

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

4,070,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は上石津町全域及び周辺市町の郊外に位置する住宅地域。主たる需要者は当該圏域に地縁性を有する個人を中心
とする。上石津町の中でも周辺市町との接近性が比較的良好な住宅地域ではあるが、取引は散発的に見られる程度で需給は
やや弱含みとなっている。なお需要の中心価格帯は概ね土地のみで坪あたり３万円～４万円程度と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

12 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



低層住宅地

一般住宅のほかにア
パ－ト、農地等が見
られる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 50 100 70 低層住宅地

-

１中専(60,200)

中心市街地の住宅地需要は堅調で、大垣駅周辺ではマンションの
販売状況も良好である。他方、郊外では弱い動きの見られる地域
もある。

近隣地域の周辺に残されている農地で、ミニ開発宅地分譲が断続
的に行われている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域では自用目的の取引が中心であり、市場参加者は類似物件の取引価格水準を指標に価格を決定する傾向にある。よ
って、取引事例を基礎とした比準価格の説得力は高い。一方、近隣地域周辺に見られる共同住宅地の大半は規模が大きい。
対して、対象基準地は共同住宅地としては規模が小さく、共同住宅の想定は非現実的である。よって、収益価格は試算しな
い。従って、代表標準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

近隣地域の周辺に残されている農地の宅地化が進み、緩やかに熟成度を増していく、と予測する。大垣駅周辺部と比較して
地価に割安感があり、需要は安定している。地価水準は横ばい傾向で推移する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 56,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

56,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.3

+29.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北東 2.3km

大垣
2.3km

(8)

西6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

176

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

56,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

132.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市楽田町３丁目３７番１

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

9,940,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 56,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

45,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市北部の住宅地域。需要者の中心は市内に在住又は勤務する３０代半ばの一次取得者層である。大垣駅周
辺の中心市街地と比較して、近隣地域周辺の利便性はやや劣る。しかし、地価に割安感があるため、需要は堅調に推移して
いる。また、周辺に残されている農地等ではミニ開発宅地分譲が断続的に行われており、供給も安定している。中心となる
価格帯は、土地は１，０００万円程度、新築戸建ては２，５００万円から３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

13 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

加藤　誠治



低層住宅地

一般住宅を中心にア
パートも見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 140 100 80 低層住宅地

-

１住居(60,200)

中心市街地の住宅地需要は堅調で、大垣駅周辺ではマンションの
販売状況も良好である。他方、郊外では弱い動きの見られる地域
もある。

人気の高い既成市街地内の住宅地域であり、地域要因に大きな変
化は見られない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域の周辺では居住環境に着目した自用目的の取引が中心となっており、市場参加者は取引価格水準を指標として価格
を決定する傾向にある。よって、取引事例を基礎とした比準価格の説得力は高い。一方、近隣地域周辺には共同住宅も見ら
れるが、自己所有遊休地に建てられた物件が多く、共同住宅の経営を目的とした取引は少ない。よって、収益価格の説得力
は劣る。従って、比準価格を標準とし、収益価格は参考にとどめ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

周辺に残る農地、駐車場等の宅地転用が進行し、低層住宅地域として緩やかに熟成度を増していく、と予測する。利便性の
高い既成市街地内に位置し需要は堅調である。このため地価水準は横ばいで推移する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,100 円／㎡

公示価格 74,100円／㎡

標準地番号 大垣 5-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅
南東 2km

大垣
2km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

農地、駐車場も見られる。 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

252

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 21.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,100 円／㎡

37,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市恵比寿町北５丁目７番２外

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

18,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣駅南方の中心市街地内に存する住宅地域。需要者の中心は市内に在住する３０代半ばの一次取得者層であ
る。近隣地域周辺は大垣駅からやや離れているが、商業施設、学校等との接近性は良好で利便性が高い。このため、市場で
は高い人気があり、需要は堅調に推移している。供給面では周辺に残されている農地等の宅地転用が進んでいる。中心とな
る価格帯は、土地は１，５００万円から２，０００万円程度、新築戸建ては３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

14 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

加藤　誠治



低層住宅地

中規模農家住宅が多
く農地も多い住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 40 40 160 低層住宅地

-

｢調区｣(60,200)

交通利便性が優る市中心部及び割安な外延部の住宅地の引き合い
は比較的堅調であり、郊外の既成住宅地との二極化が鮮明となっ
ている。

市中心部への接近性が劣る農家集落地域であり、地縁血縁者等の
需要が中心で、地価は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は農家住宅を主体とする地域であり、自己使用目的の取引が大半で、取引価格の水準を指標に価格が決定されるこ
とが一般的と認められるので、市場の実態を反映した比準価格を採用し、代表標準地との検討も踏まえ、単価と総額との関
連にも留意し、鑑定評価額を決定した。なお、収益還元法については、市街化調整区域内の農家集落地域で、行政的条件か
ら賃貸用共同住宅の建設を想定することは非現実的と判断し適用しなかった。

［

［

住宅
Ｗ２

大垣市西部、垂井町に近い周辺に農地が広がる農家住宅を中心とした旧来集落地域である。市街化調整区域内の静態的な地
域であり、土地需要は弱く、地価は弱含みで推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

20,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.5

+0.6

+28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

垂井駅
東 3.5km

垂井
3.5km

(8)

南5m市道､
三方路

｢調区｣
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

729

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 28.0 ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

20,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

26,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3％ ％

126.8 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市矢道町２丁目５５７番外

+1.0

+1.0

-2.0

方位

三方路

不整形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

15,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 20,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市郊外部の市街化調整区域内の住宅地域で特に価格牽連性が強いのは市西部から北部にかけての地域であ
る。需要者の中心は地縁血縁者等であり、新規転入は少なく宅地需要は弱い。市街化調整区域内の宅地の取引は低調に推移
しており、地元不動産業者が農家住宅跡地等をミニ開発した土地分譲や社会福祉施設用地等の取引が散見されるほかは、隣
地買増しや地縁的なものが大半で、中心となる価格帯を見出すのは困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

15 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社トヨタカンテイ

安田 聖子



低層住宅地

中規模一般住宅が多
い郊外の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 80 90 70 低層住宅地

-

１住居(60,200)

人口微減と高齢化率の上昇が見られるが、西濃地区の中心都市
で県全体より上昇率は低く、住宅地需要も比較的堅調に推移し
ている。

住環境の穏やかな熟成過程にある住宅地域にて、地域要因の変
動は特にない。

個別的要因に変動はない。

アパートも見られる住宅地域であるが、賃貸市場が未熟成で駐車場の必要等により土地の利用効率が低い地域事情もある。
従って、相対的に妥当性の高い比準価格をベースに収益価格を参考として手順の各段階について客観的に再吟味を加え、
さらに取引動向や換金性等に関する流動性リスク及び当該基準地の地価体系上の位置と代表標準地との均衡及び過年度等
価格の推移等も検討して、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

揖斐川に隣接する街路の系統等が劣る既成住宅地域として熟成しており、今後もやや固定的に推移するものと予測する。
隣接地域で土地区画整理事業が計画されており、地価は概ね横這い基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 52,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

52,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.9

+37.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
東方 3.8km

大垣
3.8km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

268

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

53,800 円／㎡

23,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.4％ ％

141.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市東町１丁目１９８番１

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

14,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 52,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

42,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は主に当市東部の郊外住宅地域で、周辺には平成２２年に調整区域から市街化区域へと編入された地域もある
ため、ミニ開発等によって宅地化が進行し、戸建住宅を中心に熟成過程にある。需要者の中心は市内に在住する一次取得
者層で、取引の中心となる価格帯は、土地のみで１２００万円前後、新築戸建住宅で２５００～２８００万円前後と把握
する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

16 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原　弘昌



中層の店舗兼事務所地

中高層ビル、小売店
舗の建ち並ぶ駅前通
り商店街

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 0 50 150 中層の店舗地

-

商業(100,600)
防火

大垣駅周辺で進行している不動産開発事業を背景に、駅周辺の商
業地に対する需要は、マンション需要も含め堅調に推移している。

既存の店舗等が連たんしており、新規店舗の出店、入れ替え等は
少ない。地域要因に大きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域の周辺には賃貸用の商業ビルも見られるが、大半は築年の古い既存の物件である。近年、民間で新築される物件の
多くは自社ビル、店舗等となっており、賃貸用の商業ビルの建築は少ない。取引の中心も自用目的であり、賃貸経営目的の
取引は少ない。よって、収益価格の説得力は劣る。従って、現実の取引事例を基礎とし、より説得力の高い比準価格を重視
して、収益価格を関連付け、さらに代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ５

既存店舗等の営業が続き、当面、現状程度の繁華性が維持される、と予測する。大垣駅周辺の不動産開発事業を背景に、駅
周辺商業地に対する需要が増しているため、地価水準は下げ止まり、徐々に上昇する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 119,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

118,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.9

+9.2

-3.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南 500m

大垣
500m

(8)

西36m県道

商業
(80,600)
防火

（その他）　　　　
(100,600)

特にない ３６ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:3.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 28.0 ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

121,000 円／㎡

67,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

122,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

103.9 ］

100.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市郭町１丁目４３番

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

26,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 119,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

95,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣駅周辺に形成された市の中心商業地域。需要者の中心は法人企業、金融機関等である。郊外型店舗への顧
客流出に伴い中心商業地域の需要は低迷を続けていた。しかし、駅周辺での不動産開発事業を背景に集客力は回復しつつあ
る。また、マンション需要も増しており、総じて圏内の需要は回復傾向にある。商業地の取引は少なく散発的である。また、
取引価格帯は規模等によりまちまちであるため、需要の中心となる価格帯は見いだせない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

加藤　誠治



３階程度の店舗事務所併用地

店舗、事務所が多く
一般住宅も混在する
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 50 100 ３階程度の店舗事務所併用地

-

商業(80,400)
準防

市内人口は微減傾向であるが、大垣駅周辺は北口で大規模住宅開
発が、南口では再開発事業が順調で、大きな地域変貌が具現化し
ている。

特に目立った変動は見られないが、大垣駅周辺の動態的な様相下、
それとの相関的な地価体系で、地価形成されていると認識する。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、地方的な基幹駅と近い商業地域の部類であるが、一般住宅等が介在する様相である。取引に際しては自用目的
でのものが多く、収益性に着目した取引はあまり多くは見られず、賃貸市場の成熟度も高くはない。よって、取引市場の実
態を的確に反映した比準価格を標準とし、これに収益力を示している収益価格を関連付け、代表標準地価格との比較検討も
踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

地域は店舗、事務所のほか住宅等も見られ、用途混在気味である。地域様相は堅実的で、特段の変動は見られない。しかし、
駅南の著しい地域変貌の相対的な影響下、マンション等用地の需要度が高まっていると推考する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 93,900 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+11.8

+9.5

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南西方 600m

大垣
600m

(8)

東11m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

247

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 16.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

95,900 円／㎡

62,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

122,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

131.1 ］

100.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市桐ケ崎町９３番

ない

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 29日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

23,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内の中心商業地及びその周辺の商業地域を含む一帯である。主な需要者は自用目的の地元事業者であるが、
纏った規模の画地については、分譲マンションの開発業者等も見込まれる。既成商業地の取引件数は多くはなく、その価格
水準も規模などの条件によって乖離が見られる。ＪＲ大垣駅南口での再開発事業は竣工間近で、それとの地理的位置関係下、
波及的効果が予測される。需要の中心価格帯は、立地条件等により様々で、見出し難い情勢である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



中低層店舗兼事務所地

小売店舗、営業所の
多い路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 150 50 0 中低層の店舗事務所地

-

近商(90,300)

人口は微減ながら減少率は県平均を下回る。平成２７年土地取引
件数は消費税増税前の平成２５年と同水準である。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

賃貸物件も少なからず見受けられるが、土地需要は自己利用に基づく場合が中心的で収益性の観点から市場参加する需要者
は少ないため、収益価格の規範性は劣る。一方比準価格は地域的特性の類似する複数の事例を収集し導出している。また主
たる需要者は実際に生起した取引価格を重視する傾向にあると思料する。よって比準価格を標準に収益価格を比較考量し、
公示価格を規準とした価格との検討等も踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

市内幹線道路沿いの路線商業地域であり、今後も漸次熟成しつつ推移すると予測される。地価水準は概ね横ばいで推移する
と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 89,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

86,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.3

+33.1

0.0

+7.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南東 2.5km

大垣
2.5km

(8)

南22m県道

近商
(80,300)

（その他）　　　　
(90,300)

特にない ２２ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

380

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 27.0 ｍ、　規模 380  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

89,500 円／㎡

54,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

122,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

143.0 ］

100.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市安井町２丁目１７番１

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

33,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 89,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

71,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は既成市街地内における幹線、準幹線道路沿いの路線商業地域。主たる需要者は法人、個人事業者が中心で圏域
の内外を問わない。近年新規出店が見られ店舗等の集積が進んでいることから、路線商業地域として熟成しつつある。今後
も定期借地権設定による場合も含め土地需要は堅調に推移していくものと思料される。なお取引規模が様々で需要の中心と
なる価格帯の把握は困難であるが概ね坪当り３０万円弱程度と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



低層店舗住宅併用地

店舗、住宅等が混在
する既成商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 110 50 50 低層店舗住宅併用地

-

商業(80,360)

地場商業は停滞し、空きテナントも多く、駅前一等地の老舗百
貨店の食品部門は今年夏に閉店し、高層マンション建設が予定
されている。

旧来からの商業地域で、隣接する瑞穂市の大型ＳＣ等に客足を
奪われ、廃業による住宅地化も観察される。

個別的要因に変動はない。

自用の店舗住宅併用地が中心で、賃貸市場の未熟成や駐車場の必要等により土地の利用効率が低い地域事情もある。従っ
て、相対的に妥当性の高い比準価格をベースに収益価格を参考として手順の各段階について客観的な再吟味を加え、地域
の趨勢や同用途の取引頻度等の流動性リスクに留意し、さらに当該基準地の地価体系上の位置と代表標準地との均衡及び
過年度等価格の推移等を検討して、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｗ２

墨俣地区の中心部を構成する旧来の商業地域である。隣接市の大型商業施設進出の影響から客足が流失し、後継者不足も
深刻で、衰退傾向にある。住宅地の地価水準に接近しており、地価も下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 44,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

42,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

羽島 4

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+15.2

+16.9

-9.5

+1.5

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅
南方 4km

穂積
4km

(8)

北6m市道

商業
(80,400)

（その他）　　　　
(80,360)

特にない ６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

161

( )

⑨法令上の規制等

1:4

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,800 円／㎡

18,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

52,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.8％ ％

123.7 ］

99.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市墨俣町墨俣字本町１２７番２

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

6,840,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 42,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 大垣市の飛び地となっており、同一需給圏も揖斐川と長良川に挟まれた地理的位置から当墨俣地区の全域及び安八町と瑞
穂市の一部となっている。旧来からの商店街で新規店舗需要は殆どなく、当該地区に多少の地縁的選好性を有する住宅目
的の需要者が中心となっており、取引の中心となる価格帯は、土地のみで１０００万円程度まで、新築戸建住宅で２５０
０万円程度までである。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原　弘昌



中層事務所付共同住宅地

中層ビル、店舗等の
多い商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 55 25 中層事務所付共同住宅地

-

商業(90,500)
準防

平成２８年に入って景気は足踏み状態となっている。プラス要因
とマイナス要因が混在しており、しばらくは現状を維持すると予
測する。

ＪＲ大垣駅南口の再開発、北口の大規模宅地分譲等周辺地域では
開発整備が進み当地域もこれらの影響が及んでいる。

特にない。

近年、ＪＲ大垣駅周辺は再開発や大型開発のプロジェクトが進み発展傾向にあるが、事務所、店舗の賃貸物件は大垣駅から
至近距離にある物件でも空室があり高収益を期待できる状態までは至っていない。以上の検討を踏まえ、比準価格を標準に
収益価格を参考として、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
ＲＣ４

駅周辺の商業地域は大垣駅南地区における再開発事業の進捗等の影響を受け期待性が高まっている。今後は徐々に発展傾向
で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 121,000 円／㎡

公示価格 122,000 円／㎡

標準地番号 大垣 9-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅
南東 300m

大垣
300m

(8)

南25m市道

商業
(80,500)
準防

（その他）　　　　
(90,500)

大垣駅に近い商業地域 ２５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

421

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 450  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

126,000 円／㎡

99,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.7 +0.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市高屋町３丁目１５番外

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 19日平成 28年 7月 1日

51,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 123,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

98,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 ＪＲ東海道本線大垣駅から南東方の徒歩圏に位置する商業ビルの連たんする商業地域で、主たる需要者は地元法人、全国規
模の大手法人等である。近年、ＪＲ大垣駅南口の再開発事業、北口の大規模宅地開発等により近隣地域及びその周辺地域は
発展傾向にあり、底堅い需要が認められる。不動産市況も好転しており地域内の中心価格帯は仮に取引が成立する場合、坪
当たり４０万円以上と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所岐阜支所

西村　隆



中低層店舗兼事務所地

店舗、中層ビル等が
混在する駅に近い商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 0 100 20 中低層店舗兼事務所地

-

商業(90,400)
準防

中国の減速・円高等の懸念材料があるも、当市経済は製造業を中
心に改善傾向。商業地・住宅地共下落幅が縮小し、上昇地点が出
始めた。

周辺商業施設の客足は堅調に推移しており、大垣駅南の再開発事
業による周辺商業地の地価押上げ効果は続いている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は大垣駅北口に近い店舗、中層ビル等が混在する商業地域。比準価格は中心部に近い商業地事例を採用して、商業
地の諸要因について十分な分析検討を加えた。一方、収益価格は中層店舗付事務所を想定して稼得能力を測ったが、商業集
積や繁華性がまだ不十分で高い収益性が得られなかった。本件では、実際の成約事例から求め信頼性が高い比準価格を標準
とし収益価格も参酌して、代表標準地との検討もふまえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

近隣地域は大垣駅北口に近い路線商業地域で、付近に大型ショッピングセンターや商業モールがあって客足は堅調。他の商
業施設との競合があるものの、今後も当分の間は同様に推移してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 117,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

119,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.4

+2.1

+6.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北 350m

大垣
350m

(8)

西20m県道､
南側道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

大型商業施設に隣接する商
業地域

２０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

302

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

121,000 円／㎡

73,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

122,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.7 ％ ％

110.8 ］

100.8［ ］ 107.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市林町５丁目１２番１外

+7.0角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

35,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 119,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

88,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市街地及び周辺部の幹線沿いの商業地域。主な需要者は地場の個人商店主のほか、広域展開を図るチェーンス
トア事業者等も見込まれる。市場をみると依然出店動向は弱く、取引は築古の上物付き物件や隣地買い増し事例が目立ち、
土地１㎡あたり１０万円超えの取引は少ない。ただ、店舗用地は出店リスクの低減等から事業用借地権の活用が主流。周辺
商業施設の堅調な客足や駅南口の再開発により、付近の商業地価は割安感もあって上昇しつつある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（株）中園不動産鑑定所

中園　真一



低層店舗住宅併用地

店舗、事業所等が見
られる行政施設に近
い路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 200 100 低層店舗住宅併用地

-

「都計外」

上石津地区は都市部から離れた集落地域であり、過疎化が進行し
ている。このため、不動産に対する需要が乏しく、市場は低迷し
ている。

特に大きな変化は見られず、現状維持で推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域内は、自用の店舗が中心となっており、賃貸物件は、皆無に等しく、商業事業者向けの賃貸市場の成熟の程度は総
じて低い。よって、収益価格を求めることはできなかった。したがって、市場性を有する比準価格を標準とし、過疎地域の
マクロ的観点からの地価水準との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

今後とも現状のまま推移すると予測する。近隣地域を含む上石津地区は過疎化が進行している地域であり、土地需要は乏し
い。地価は、今後もしばらく下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅
南方 11km

関ケ原
11km

(8)

東14m国道

「都計外」

（その他）　　　　

上石津町を南北に縦断する
国道３６５号沿いの路線商
業地域

１４ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,038

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 40.0 ｍ、　規模 800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市上石津町上原字猿海道１３３０番１外

-1.0不整形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

10,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、西濃地域の郊外、山間部等を走る幹線道路、準幹線道路沿いに散在する未成熟な路線商業地域、及びその背
後の混在地域が中心である。主な需要者は地元の個人事業者であり、経営規模が小さい事業者が中心となる。圏内では、ほ
とんど需給の動きがない。過疎化が進行している地域が大半で、土地需要は乏しく、商業地の取引はほとんどない。したが
って、需要の中心となる価格帯を判定することはできなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　丸山事務所

丸山　正樹



低層店舗事務所地

小売店舗、飲食店舗
等が建ち並ぶ路線商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 160 250 低層店舗事務所地

-

準住居(70,200)

デフレ市況の残存、ネット通販の拡大で地方の従来型商業は地盤
沈下が続いている。市内でも駅周辺を除き、慢性的に需給は緩ん
でいる。

ネット利用で店舗情報等の取得が容易になり、商業地域としての
有機性、集客店舗・施設との相乗効果が低下し、個別性が強まっ
ている。

個別的要因に変動はない。

取引事例比較法は商圏同一性が強い幹線・準幹線沿いの４事例をもって試算し、説得力のある価格が得られた。当該地域の
商業建物は自己使用が多く、賃貸物件は元本コスト、資産リスクを賃料に織り込みにくい一方、自己使用事例に基づく比準
価格には収益性の反映が不十分な可能性に留意を要する。よって、鑑定評価額は比準価格を標準として収益価格を関連づけ、
指定基準地と共通地点である地価公示の代表標準地との検討を踏まえたうえ上記のとおりに決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

鉄道高架橋に近く背後からのアクセス難もあるため、路線商業地域としての競争力は高くない。店舗等の集積を促す材料に
乏しく、地価は下落が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 79,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

78,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+21.7

+15.0

+12.4

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北東 1.3km

大垣
1.3km

(8)

東25m国道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

中央分離帯がある国道沿い
の商業地域

２５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

471

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

79,700 円／㎡

50,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

122,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

157.3 ］

100.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市林町７丁目字薮下６８１番１

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 29日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

37,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 78,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

63,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧大垣市全域及び隣接市町の幹線道路沿いで構成される圏域と判定する。典型的需要は、飲食、小売、日用サ
ービス等の低層店舗用地であり、オフィス需要は限定的である。出店規模、土地・建物の権利形態は多様であるが、ロード
サイドは借地が多い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

前田不動産鑑定

前田　和彦



大工場地

既成市街地の中に大
規模工場等の建ち並
ぶ工業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 230 60 200 大工場地

-

工業(60,200)

工業地需要は沿岸部より内陸部にシフトしている。ただし、この
ところ海外経済で弱さがみられ、景気が下押しされるリスクがあ
る。

大垣市、神戸町等で東海環状自動車道の整備が進行中である。な
お、当該地域は既成の工業地で、特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。なお、三方路画地としての市場競争力
は維持している。

当該地域は大垣市中心部の自社大工場が多く建ち並ぶ工業地域で、工場の賃貸市場は成立していないため収益還元法は適用
できなかった。なお、比準価格は比較的に規模の類似する工場地事例を重視しており、信頼性は高いと思料する。よって、
市場の実態を反映した比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

工場

当該地域は自動車部品、印刷等の工場が立地する既成市街地内の工場地域で、今後も工場地として現状維持程度で推移する
ものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 32,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

32,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 2

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.7

-0.5

-18.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

-2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南西方 2.9km

大垣
2.9km

(8)

東11m市道､
三方路

工業
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

21,722

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

100.0  ｍ、　奥行　約 200.0 ｍ、　規模 20,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

32,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

23,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

78.1 ］

100［ ］ 103.0［ ］

98.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

大垣市久瀬川町７丁目５番８

+3.0三方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 28日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

695,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 32,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

25,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市を中心に西濃地域・岐阜地域の工業地。需要者の中心は圏域に拠点を持つ製造業・物流業者で、最近で
は県外からの新規参入者も見られる。ここ２、３年は景気回復を背景に、工場地需要は回復傾向にあり、公共団体が開発分
譲した工業団地に進出する企業が多く見られ、工業団地の在庫不足が指摘されるようになっている。ただし、直近では海外
経済の不確実性が高まっており、企業の業況判断に慎重さが見られようになってきた。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊


